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８ 居宅訪問型児童発達支援事業所調査 

(1) 事業所の基本情報 

①法人種別 

法人種別は、「社会福祉法人（社会福祉協議会以外）」が 31.9%、「営利法人（株式･合名･合資･合同会社）」

が 30.6%となっている。 

図表 438 法人種別 

 

 

②併設サービス・多機能型として実施しているサービス 

事業所の併設サービス・多機能型として実施しているサービスについては、「児童発達支援」が 75.0%、

「保育所等訪問支援」が 65.3%、「放課後等デイサービス」が 61.1%等となっている。「併設なし」はわずか

である。 

図表 439 併設サービス・多機能型として実施しているサービス〔複数回答〕 

 

都道府県、市区町村、
広域連合、一部事務組
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福祉協議会以外）
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31.9 
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1.4 

15.3 

6.9 

1.4 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

障害児入所施設（福祉型・医療型）

障害児相談支援

訪問看護

訪問リハビリテーション

障害者サービス

その他

併設なし（単独事業所）

無回答

全体 [n=72]
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③登録者数、実利用者数、延べ訪問回数 

サービスの登録者数、実利用者数、延べ訪問回数を聞いたところ、平均で令和７年７月の登録者数が 4.1

人、実利用者数が 3.5 回、延べ訪問回数が 16.4 回となっている。いずれも令和５～７年で増加傾向が見ら

れる。 

図表 440 登録者数、実利用者数、延べ訪問回数 

（単位：人、回） 令和５年７月 
[n=63] 

令和６年７月 
[n=71] 

令和７年７月 
[n=72] 

登録者数 3.4 3.9 4.1 
実利用者数 3.0 3.0 3.5 
延べ訪問回数 13.8 14.0 16.4 

 

④所在級地 

事業所の所在級地は、「その他（特別地域加算非該当）」が 26.4%、「７級地」が 20.8%等となっている。 

図表 441 所在級地 

 

 

⑤利用者１人あたりの平均的な利用状況、支援にかかる時間等 

利用者１人あたりの平均的な利用状況、支援にかかる時間等を聞いたところ、平均で令和７年７月の週あ

たりの平均的な利用日数が 1.3 日/週、一回あたりの支援時間が 66.5 分、一回の支援にかかる移動時間が

41.4 分、一回の支援における記録・連絡調整等にかかる時間が 31.3 分となっている。 

図表 442 利用者１人あたりの平均的な利用状況、支援にかかる時間等 

（単位：日/週、分） 令和５年７月 
[n=45] 

令和６年７月 
[n=59] 

令和７年７月 
[n=62] 

週あたりの平均的な利用日数 1.3 1.3 1.3 
一回あたりの支援時間 66.7 65.9 66.5 
一回の支援にかかる移動時間 43.8 42.6 41.4 
一回の支援における記録・連絡調整等にかかる時間 32.8 32.8 31.3 
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4.2%

５級地
9.7%

６級地
11.1%７級地

20.8%
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の該当地域）

11.1%

その他（特別地域加算
に該当しない地域）

26.4%

全体 [n=72]
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⑥職員配置人数 

職員配置人数については、実人数の平均で常勤の訪問支援員 1.6 人、非常勤の訪問支援員 2.2 人等となっ

ている。 

図表 443 職員配置人数 

（単位：人）   全体 [n=70] 
管理者 常勤職員（実人数） 0.9 
  非常勤職員（実人数） 0.1 
  非常勤職員（常勤換算人数） 0.0 
児童発達支援管理責任者 常勤職員（実人数） 1.0 
  非常勤職員（実人数） 0.1 
  非常勤職員（常勤換算人数） 0.0 
訪問支援員 常勤職員（実人数） 1.6 
  非常勤職員（実人数） 2.2 
  非常勤職員（常勤換算人数） 0.6 

 

⑦訪問支援員の個別状況 

事業所の訪問支援員について個別状況を聞いたところ、251 人分の回答があった。 

就業形態は、「常勤兼務」が 33.9%、「非常勤兼務」が 31.1%、「非常勤専従」が 21.9%となっている。 

図表 444 訪問支援員の個別状況_就業形態 

 
 

訪問支援員の職種・資格は、「看護職員」が 31.5%、「保育士」が 27.1%、「理学療法士」が 15.9%となっ

ている。 

図表 445 訪問支援員の個別状況_職種・資格〔複数回答〕 

 

常勤専従
7.6%
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33.9%
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無回答
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全体 [n=251]
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0.8 
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0.4 
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保育士
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理学療法士
作業療法士
言語聴覚士

看護職員
児童発達支援管理責任者・サービス管理責任者

相談支援専門員
心理担当職員

医療的ケア児等コーディネーター
無回答

全体 [n=251]
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訪問支援員の業務経験年数（障害児支援）は、「10 年以上 20 年未満」が 34.3%、「５年以上 10 年未満」

が 29.5%、「20 年以上」が 17.5%となっている。平均年数は 12.7 年である。 

図表 446 訪問支援員の個別状況_障害児支援の業務経験年数 

 

 
（単位：年） 全体 [n=240] 

平均値 12.7 

 

訪問支援員として業務に従事した年数は、「５年以上」が 27.1%である一方、「１年未満」が 20.7%とな

っている。平均年数は 3.1 年である。 

図表 447 訪問支援員の個別状況_訪問支援員として業務に従事した年数 

 
 

（単位：年） 全体 [n=240] 
平均値 3.1 

 

令和７年７月の訪問支援回数は、平均で 5.2 回となっている。 

図表 448 訪問支援員の個別状況_令和７年７月の訪問支援回数 

（単位：回） 全体 [n=240] 
平均値 5.2 

⑧経営状況 

調査対象サービスの経営状況について、令和５年度と令和６年度の収支を比較した状況は、「変わらない」

が 43.1%、「収支がやや改善した」が 25.0%、「収支がやや悪化した」が 13.9%となっている。また、令和

５年未満
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５年以上10年未満
29.5%
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20年以上
17.5%

無回答
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全体 [n=251]

１年未満
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１年以上２年未満
16.7%

２年以上３年未満
15.5%

３年以上５年未満
15.5%

５年以上
27.1%

無回答
4.4%

全体 [n=251]
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６年度と比較した令和７年４月以降の収支状況は、「変わらない」が 45.8%、「収支がやや改善傾向にある」

が 20.8%、「収支がやや悪化傾向にある」が 13.9%となっている。 

図表 449 令和５年度と令和６年度の収支を比較した状況 

 
図表 450 令和６年度と比較した令和７年４月以降の収支状況 
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無回答
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全体 [n=72]
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(2) 各種加算の算定状況 

①訪問支援員特別加算の算定状況 

訪問支援員特別加算の算定状況について聞いたところ、令和５年７月では、「訪問支援員特別加算を算定し

ている」が 63.5%となっている。令和６年７月では、「訪問支援員特別加算（Ⅰ）を算定している」が 62.0%、

「訪問支援員特別加算（Ⅱ）を算定している」が 22.5%、令和７年７月では、「訪問支援員特別加算（Ⅰ）

を算定している」が 65.3%、「訪問支援員特別加算（Ⅱ）を算定している」が 18.1%となっている。 

図表 451 訪問支援員特別加算の算定状況（令和５年７月） 

 

図表 452 訪問支援員特別加算の算定状況（令和６年７月、令和７年７月） 

 

 

  

訪問支援員特別加算を
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63.5%

訪問支援員特別加算を
算定していない

28.6%
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7.9%
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令和６年７月 [n=71]
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訪問支援員特別加算（Ⅰ）を算定している 訪問支援員特別加算（Ⅱ）を算定している

いずれも算定していない 無回答
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②訪問支援員特別加算対象職員の確保の経緯 

令和７年７月に訪問支援員特別加算を算定している事業所に、加算対象の配置職員について、令和６年４

月から加算要件が変更されたことをふまえた確保の経緯を聞いたところ、「令和６年４月の時点で、すでに新

しい加算要件に該当する職員を事業所に配置していた」が 91.7%と多くなっている。 

図表 453 訪問支援員特別加算対象職員の確保の経緯〔複数回答〕 

 
 

③訪問支援員特別加算を算定していない理由 

令和７年７月に訪問支援員特別加算を算定していない事業所に、その理由を聞いたところ、「加算要件に該

当する職員の確保が困難」が 44.4%、「特に理由はない」が 33.3%となっている。 

図表 454 訪問支援員特別加算を算定していない理由〔複数回答〕 

 

91.7 

6.7 

0.0 

1.7 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年４月の時点で、すでに新しい加算要件に該当する職
員を事業所に配置していた

令和６年４月の時点では新しい加算要件に該当する職員は
いなかったが、令和７年７月までに既存の職員が加算要件を

満たした
令和６年４月の時点で新しい加算要件に該当する職員がお
らず、令和７年７月までに加算要件に該当する職員を新たに

雇用した
令和６年４月の時点で新しい加算要件に該当する職員がお
らず、令和７年７月までに法人内の異動等で加算要件に該

当する職員を事業所に配置した

その他

無回答

全体 [n=60]

44.4 

11.1 

11.1 

22.2 

33.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加算要件に該当する職員の確保が困難

加算による報酬が人件費等に見合わない

加算の届出事務等が煩雑

その他

特に理由はない

無回答

全体 [n=9]
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④多職種連携支援加算の算定状況 

令和７年７月における多職種連携支援加算の算定状況は、「算定している」が 30.6%、「算定していない」

が 62.5%となっている。 

図表 455 多職種連携支援加算の算定状況 

 
 

多職種連携支援加算を算定している事業所に、令和７年７月の多職種連携支援加算の算定回数を聞いたと

ころ、平均で 2.7 回となっている。 

図表 456 令和７年７月の多職種連携支援加算の算定回数 

（単位：回） 全体 [n=21] 
平均値 2.7 
  

加算算定の訪問の内訳について聞いたところ、回答のあった 65 回分の訪問について、１回の訪問人数は、

「２人」が 86.2%、「３人」が 13.8%となっている。また、訪問支援員の職種は、「保育士」が 56.9%、「看

護職員」が 38.5%等となっており、保育士と看護職員による訪問等が算定されている。 

図表 457 １回の訪問における訪問支援員数 

 

図表 458 １回の訪問における訪問支援員の職種〔複数回答〕 

 

算定している
30.6%

算定していない
62.5%

無回答
6.9%

全体 [n=72]

２人
86.2%

３人
13.8%

全体 [n=65]

56.9 
27.7 
27.7 

10.8 
10.8 

38.5 
18.5 

0.0 
0.0 
1.5 

16.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育士
児童指導員
理学療法士
作業療法士
言語聴覚士

看護職員
児童発達支援管理責任者・サービス管理責任者

相談支援専門員
心理担当職員

医療的ケア児等コーディネーター
無回答

全体 [n=65]
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⑤家族支援加算の算定状況 

家族支援加算の算定状況は、「算定している」が 9.7%、「算定していない」が 83.3%となっている。 

図表 459 家族支援加算の算定状況 

 
 

家族支援加算を算定している事業所に、令和６年４月～令和７年７月の加算算定回数を聞いたところ、家

族支援加算（Ⅰ）で居宅を訪問（１時間以上）が平均 2.1 回、居宅を訪問（１時間未満）が平均 0.7 回等と

なっている。 

図表 460 令和６年４月～令和７年７月の家族支援加算算定回数 

（単位：回）   全体 [n=7] 
家族支援加算（Ⅰ） 居宅を訪問（１時間以上） 2.1 
  居宅を訪問（１時間未満） 0.7 
  事業所等で対面 0.1 
  オンライン 0.0 
家族支援加算（Ⅱ） 事業所等で対面 0.4 
  オンライン 0.0 

 

家族支援加算（Ⅰ）を算定している事業所に、相談援助において相談を受けた内容を聞いたところ、「こど

もの発達を促すための関わり方」が 71.4%と最も多く、次いで、「こどもの発達の心配等」が 57.1%となっ

ている。また、家族支援加算（Ⅱ）を算定している事業所に、グループでの相談援助の実施形態を聞いたと

ころ、回答数は１件で「事業所の会議室、ホール等を利用して実施（同一法人・他サービスの施設で利用で

きるものも含む）」だった。 

図表 461 加算（Ⅰ）の相談援助において相談を受けた内容〔複数回答〕 

 

算定している
9.7%

算定していない
83.3%

無回答
6.9%

全体 [n=72]

57.1 
71.4 

0.0 
14.3 

28.6 
42.9 

14.3 
0.0 

28.6 
28.6 
28.6 
28.6 

14.3 
42.9 

28.6 
0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

こどもの発達の心配等
こどもの発達を促すための関わり方

家族（祖父母等も含む）の障害の理解・気づき
同様の経験を持つ保護者等との交流

家族の多忙感
きょうだいについて
経済面について

周囲に説明したり理解してもらったりすることの難しさについて
こどもの就学について

こどもの幼稚園・保育園への通園について
発達支援や障害児サービス等の内容について

保護者自身に関することについて
夫婦関係に関する相談

子育てや育児全般について
その他

無回答
全体 [n=7]
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(3) 強度行動障害児の受け入れ状況 

①強度行動障害に関する職員の配置 

強度行動障害に関する職員の配置状況を聞いたところ、平均で強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）

修了者が 0.3 人、強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者が 0.2 人等となっている。 

図表 462 強度行動障害に関する職員の配置 

（単位：人） 全体 [n=70] 
強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者 0.3 
強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）受講予定者 0.1 
強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者 0.2 
強度行動障害支援者養成研修（実践研修）受講予定者 0.1 
重度訪問介護従業者養成研修行動障害支援課程修了者 0.0 
行動援護従業者養成研修修了者 0.0 

 

②強度行動障害児の実人数 

利用者のうちの強度行動障害児の実人数を聞いたところ、回答は、全体で令和５年７月は１人、令和６年

７月は２人、令和７年７月は３人だった。 

また、新規利用者のうちの強度行動障害児の人数を聞いたところ、全体で、令和５年度では新規利用者数

41 人のうち強度行動障害を有する児は０人、令和６年度では新規利用者数 53 人のうち強度行動障害を有す

る児は１人だった。 

 

③今後の強度行動障害児の受け入れ 

令和７年７月の利用者に強度行動障害児のいる事業所に、今後の受け入れについて聞いたところ、「現在の

受け入れ人数でほぼ限界であり、現状を維持したい（さらに多くを受け入れることは困難）」が２か所、「強

度行動障害者・児の受け入れにまだ余力があり、さらに増やすことが可能」が１箇所だった。 
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④強度行動障害児がいない事業所の状況 

強度行動障害児がいない事業所に、強度行動障害児のいない理由を聞いたところ、「これまで強度行動障害

児からの利用希望（利用ニーズ）がなかった」が 76.8%となっている。なお、令和６年４月～令和７年７月

の期間に強度行動障害児の利用について問い合わせを受けた件数については、全体で回答は１件だった。 

図表 463 利用者に強度行動障害児のいない理由 

 

 

強度行動障害児がいない事業所に、今後の強度行動障害児の受け入れ可否について聞いたところ、「受け入

れは難しい」が 44.9%、「おおむね受け入れ可能だが難しい場合もある」が 30.4%、「受け入れ可能」が 13.0%

となっている。 

図表 464 今後の強度行動障害児の受け入れ可否 

 
 

  

対応が難しいため、これ
まで強度行動障害児の
受け入れをしていない

8.7%
強度行動障害児の受け
入れ可能で、過去に該
当する利用者のいたこと
はあるが、現在はいない

1.4%これまで強度行動障害
児からの利用希望（利
用ニーズ）がなかった

76.8%

無回答
13.0%

全体 [n=69]

受け入れ可能
13.0%

おおむね受け入れ可能だ
が難しい場合もある

30.4%
受け入れは難しい

44.9%

無回答
11.6%

全体 [n=69]
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⑤強度行動障害児の受け入れ条件 

全事業所に、強度行動障害児を受け入れる場合の条件について聞いたところ、「強度行動障害に対応できる

職員（強度行動障害者支援者養成研修、行動援護従業者養成研修修了者等）が配置できること」が 70.8%と

最も多くなっている。強度行動障害児を受け入れている・受け入れ可能な事業所と受け入れ困難な事業所の

別で見ると、強度行動障害児を受け入れている・受け入れ可能な事業所では、「強度行動障害に対応できる職

員（強度行動障害者支援者養成研修、行動援護従業者養成研修修了者等）が配置できること」や「強度行動

障害の利用者のケア内容やサービス提供日数・回数等を制限することなく受け入れられる職員体制のあるこ

と」等をあげる事業所が比較的多くなっている。 

図表 465 強度行動障害児の受け入れ条件〔複数回答〕 

 

※本問は通所サービスや施設サービス等も含めたサービス共通の問として回答されているため、訪問サービスに該当し

ない選択肢も含まれている。 

 

  

44.4 

70.8 

45.8 

47.2 

40.3 

44.4 

31.9 

26.4 

27.8 

13.9 

9.7 

39.4 

84.8 

57.6 

54.5 

39.4 

42.4 

36.4 

27.3 

30.3 

9.1 

3.0 

58.1 

71.0 

41.9 

45.2 

48.4 

51.6 

35.5 

32.3 

29.0 

22.6 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強度行動障害児の受け入れに適した施設・設備面の整備

強度行動障害に対応できる職員（強度行動障害者支援者養成研
修、行動援護従業者養成研修修了者等）が配置できること

強度行動障害の利用者のケア内容やサービス提供日数・回数等を制
限することなく受け入れられる職員体制のあること

強度行動障害児の受け入れにあたり、他の利用者も含めて個別支援
のできる職員体制のあること

他の利用者への影響や関係性への不安なく対応できる体制のあること

強度行動障害に対応できる人材の養成の機会（研修等）が十分に
得られること

強度行動障害に関して外部からサポートを得る機会のあること

地域への外出など、強度行動障害の利用者の余暇や地域活動を支
援できる体制があること

強度行動障害の利用者への虐待や身体拘束等に関し、予防や適切
な対応のできる体制があること

その他

無回答

全体 [n=72] 受け入れている・受け入れ可能 [n=33] 受け入れ困難 [n=31]
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⑥強度行動障害児受け入れの基本報酬及び関係加算におけるコスト等の評価 

強度行動障害児の受け入れを行う場合に、現在の基本報酬及び関係加算は、受け入れに要するコスト等を

どの程度評価していると考えるか聞いたところ、「わからない」が 50.0%、「受け入れコストがあまり評価さ

れていない（基本報酬・加算がコスト増に追いついていない）」が 25.0%となっている。 

図表 466 強度行動障害児の受け入れを行う場合の基本報酬及び関係加算におけるコスト等の評価 

 
 

  

受け入れコストを十分評価したものになっている（基
本報酬・加算でコストをおおむねカバーできる）

2.8%

受け入れコストを一部評価したもの
になっている（基本報酬・加算であ

る程度のコストはカバーできる）
11.1%

受け入れコストがあまり評
価されていない（基本報
酬・加算がコスト増に追

いついていない）
25.0%

わからない
50.0%

無回答
11.1%

全体 [n=72]
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⑦強度行動障害に関し連携・相談（専門的助言含む）のできる外部機関等 

強度行動障害に関し連携・相談（専門的助言含む）のできる外部機関等は、「強度行動障害の支援に知見の

ある相談支援事業者」が 30.6%、「主治医（精神科医、小児科医等）」が 26.4%等となっている。 

図表 467 強度行動障害に関し連携・相談（専門的助言含む）のできる外部機関等〔複数回答〕 

 

  

19.4 

19.4 

30.6 

16.7 

12.5 

1.4 

26.4 

2.8 

25.0 

13.9 

1.4 

16.7 

11.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

強度行動障害の支援実績のある他の施設・事業所（法人
内）

強度行動障害の支援実績のある他の施設・事業所（別法
人）

強度行動障害の支援に知見のある相談支援事業者

地域の発達障害者支援センター（発達障害者支援地域マネ
ジャー）

都道府県・市町村等が設置する支援機関（上記以外）、行
政が組織する地域の協議会等

大学、研究機関

主治医（精神科医、小児科医等）

都道府県等に登録されている広域的支援人材

障害児が在籍している園・学校等

児童発達支援センター・巡回支援専門員等

その他

特に連携先・相談先はない

無回答

全体 [n=72]
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⑧強度行動障害児支援加算の算定状況 

強度行動障害児支援加算の算定状況は、「算定していない」が多くなっている。 

図表 468 強度行動障害児支援加算の算定状況 

 
 

利用者に強度行動障害児がいるが強度行動障害児支援加算の算定をしていない事業所に、その理由を聞い

たところ、回答は２事業所で、「研修修了者等の確保・配置が困難」「支援計画シート等の作成が困難」がい

ずれも１件ずつだった。 

 

強度行動障害児支援加算の算定をしている事業所に、加算による収益の増加等をふまえて受け入れや支援

の推進を図るために取組を強化していることを聞いたところ、回答は１事業所で、、「職員の研修参加を進め

ている」が１件だった。 

 

(4) 居宅訪問型児童発達支援の利用者の状況 

①利用者の個別状況 

居宅訪問型児童発達支援の利用者の個別状況について聞いたところ、160 人分の回答があった。 

利用者の年齢は、平均で 5.9 歳となっている。 

図表 469 利用者の個別状況_年齢 

（単位：歳） 全体 [n=160] 
平均値 5.9 
  

性別は、「女」が 50.6%、「男」が 49.4%となっている。 

図表 470 利用者の個別状況_性別 

 

85.9 

84.7 

14.1 

13.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和６年７月 [n=71]

令和７年７月 [n=72]

強度行動障害児支援加算を算定している 算定していない 無回答

男
49.4%

女
50.6%

全体 [n=160]



218 

令和７年７月のサービス支給量は、平均で 8.3 日/月となっている。 

図表 471 利用者の個別状況_支給量 

（単位：日/月） 全体 [n=160] 
平均値 8.3 

 

支給決定の有効期間は、平均で 10.3 か月となっている。 

図表 472 利用者の個別状況_支給決定の有効期間 

（単位：月） 全体 [n=146] 
平均値 10.3 

 

令和７年７月のサービス利用回数は、平均で 4.2 回となっている。 

図表 473 利用者の個別状況_利用回数 

（単位：回） 全体 [n=133] 
平均値 4.2 

 

多職種連携支援加算の対象かどうかを聞いたところ、「加算対象である」が 54.4%、「加算対象ではない」

が 38.8%となっている。 

図表 474 利用者の個別状況_多職種連携支援加算の対象 

 

 

強度行動障害児支援加算については、「加算対象ではない」が 91.9%となっている。 

図表 475 利用者の個別状況_強度行動障害児支援加算の対象 

 

 

加算対象である
54.4%

加算対象ではない
38.8%

無回答
6.9%

全体 [n=160]

加算対象である
0.6%

加算対象ではない
91.9%

無回答
7.5%

全体 [n=160]
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利用者の支給特性は、「移行支援としての支給ではない」が 47.5%、「集団での療育（児童発達支援等）に

移行するための支援として支給」が 46.9%となっている。 

図表 476 利用者の個別状況_支給特性 

 

 

主たる障害種別は、「身体障害」が 64.4%、「難病・その他」が 30.0%となっている。 

図表 477 利用者の個別状況_主たる障害種別 

 

 

障害者手帳の所持状況は、「身体障害者手帳」が 61.9%、「療育手帳」が 25.6%となっている。 

図表 478 利用者の個別状況_障害者手帳〔複数回答〕 

 

集団での療育（児童発
達支援等）に移行する
ための支援として支給

46.9%移行支援としての支給で
はない

47.5%

無回答
5.6%

全体 [n=160]

身体障害
64.4%知的障害

3.1%

精神障害
1.3%

難病・その他
30.0%

無回答
1.3%

全体 [n=160]

61.9 

25.6 

0.6 

13.8 

21.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

該当なし

無回答

全体 [n=160]



220 

発達障害の診断の有無は、「診断なし」が 57.5%、「診断あり」が 11.9%となっている。 

図表 479 利用者の個別状況_発達障害 

 
 

利用者の日常的に必要とする医療的ケアは、「経管栄養」が 77.5%、「吸引（口鼻腔・気管内吸引）」が 72.5%、

「人工呼吸器（鼻マスク式補助換気法、ハイフローセラピー、間歇的陽圧吸入法、排痰補助装置及び高頻度

胸壁振動装置を含む）の管理」が 59.4%等となっている。 

図表 480 利用者の個別状況_日常的に必要とする医療的ケア〔複数回答〕 

 

診断あり
11.9%

診断なし
57.5%

無回答
30.6%

全体 [n=160]

59.4 

54.4 

3.8 

57.5 

72.5 

35.6 

77.5 

3.8 

1.9 

1.3 

1.3 

7.5 

39.4 

20.0 

8.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人工呼吸器（鼻マスク式補助換気法、ハイフローセラピー、間歇的陽圧吸入
法、排痰補助装置及び高頻度胸壁振動装置を含む）の管理

気管切開の管理

鼻咽頭エアウェイの管理

酸素療法

吸引（口鼻腔・気管内吸引）

ネブライザーの管理

経管栄養

中心静脈カテーテルの管理（中心静脈栄養、肺高血圧症治療薬、麻薬な
ど）

皮下注射

血糖測定（持続血糖測定器による血糖測定を含む）

継続的な透析（血液透析、腹膜透析を含む）

導尿

排便管理

痙攣時の坐剤挿入、吸引、酸素投与、迷走神経刺激装置の作動等の処置

無回答

全体 [n=160]
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医療的ケア判定スコア点数については、平均で 40.2 点となっている。 

図表 481 利用者の個別状況_医療的ケア判定スコア点数 

（単位：点） 全体 [n=66] 
平均値 40.2 

 

大島分類は、平均で 2.7 となっている。 

図表 482 利用者の個別状況_大島分類 

  全体 [n=69] 
平均値 2.7 

 

強度行動障害児支援加算算定評価スコア点数は、回答は１人で 30 点だった。 

図表 483 利用者の個別状況_強度行動障害児支援加算算定評価スコア点数 

（単位：点） 全体 [n=1] 
回答値 30.0 

 

温度・湿度管理、日光曝露対策、感染症対策等の要否については、「必要」が 63.1%、「必要ない」が 23.1%

となっている。 

図表 484 利用者の個別状況_温度・湿度管理、日光曝露対策、感染症対策等の要否 

 
 

精神科受診の有無は、「無」が 80.0%となっている。 

図表 485 利用者の個別状況_精神科受診の有無 

 
 

必要
63.1%

必要ない
23.1%

無回答
13.8%

全体 [n=160]

有
3.8%

無
80.0%

無回答
16.3%

全体 [n=160]
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利用者の状態について、姿勢は、「寝たきり」が 73.1%となっている。 

図表 486 利用者の個別状況_状態_姿勢 

 
 

移動は、「寝返りができない」が 58.8%となっている。 

図表 487 利用者の個別状況_状態_移動 

 
 

食事は、「全介助」が 85.6%となっている。 

図表 488 利用者の個別状況_状態_食事 

 

  

寝たきり
73.1%

自分で座れる
10.0%

つかまり立ちができる
5.0%

一人立ちできる
11.3%

無回答
0.6%

全体 [n=160]

寝返りができない
58.8%寝返りができる

18.8%

這って移動できる
6.9%

伝い歩きができる
3.8%

ひとり歩きができる
3.1%

走ることができる
8.1%

無回答
0.6%

全体 [n=160]

全介助
85.6%

一部介助
8.8%

自立
5.6%

全体 [n=160]
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排泄は、「全介助」が 90.0%となっている。 

図表 489 利用者の個別状況_状態_排泄 

 
 

入浴は、「全介助」が 88.8%となっている。 

図表 490 利用者の個別状況_状態_入浴 

 
 

言語理解は、「言語理解不可」が 56.3%、「簡単な言語理解可」が 27.5%となっている。 

図表 491 利用者の個別状況_状態_言語理解 

 

  

全介助
90.0%

一部介助
6.9%

自立
3.1%

全体 [n=160]

全介助
88.8%

一部介助
6.3%

自立
4.4%

無回答
0.6%

全体 [n=160]

言語理解不可
56.3%簡単な言語理解可

27.5%

日常の言語理解可
4.4%

簡単な色･数の理解可
1.9%

簡単な文字・数字の理
解可
3.8%

特に問題ない
6.3%

全体 [n=160]
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コミュニケーションは、「ほとんどできない」が 62.5%、「声や身振りで表現できる」が 28.1%となって

いる。 

図表 492 利用者の個別状況_状態_コミュニケーション 

 
 

強度行動障害等による見守り要否は、「必要ない」が 93.1%となっている。 

図表 493 利用者の個別状況_状態_強度行動障害等による見守り要否 

 
 

精神障害等により外出困難な状態かどうかは、「非該当」が 95.0%となっている。 

図表 494 利用者の個別状況_状態_精神障害等により外出困難な状態 

 
 

ほとんどできない
62.5%

声や身振りで表現できる
28.1%

要約筆記が必要
1.3%

配慮は必要ない
6.3%

無回答
1.9%

全体 [n=160]

必要
3.1%

必要ない
93.1%

無回答
3.8%

全体 [n=160]

該当
2.5%

非該当
95.0%

無回答
2.5%

全体 [n=160]
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行動障害により集団を前提とした支援が困難かどうかは、「非該当」が 95.0%となっている。 

図表 495 利用者の個別状況_状態_行動障害により集団を前提とした支援が困難 

 

 

利用者の個別状況で、強度行動障害児の回答は１人分だった。状況についての回答は以下の通りである。 

図表 496 利用者の個別状況_強度行動障害児の状況 

強度行動障害項目 ひどく自分の体を叩いたり傷つけたりする等の行為 1 日に 1 回以上 
 ひどく叩いたりけったりする等の行為 1 日に頻回 
 激しいこだわり 週に 1 回以上 
 激しい器物破損 なし 
 睡眠障害 ほぼ毎日 
 食べられないものを口に入れたり、過食、反すう等の食事に関する行動 なし 
 排せつに関する強度の障害 ほぼ毎日 
 著しい多動 ほぼ毎日 
 通常と違う声を上げたり、大声を出す等の行動 ほぼ毎日 
 沈静化が困難なパニック あり 
 他人に恐怖感を与える程度の粗暴な行為 あり 
支援計画シート作成 実践研修修了者が作成 
専門的助言の必要性 外部からの専門的助言が必要な場合がある 

 

利用者が以前に利用していたサービスは、「サービス利用なし」が 47.5%となっている。 

図表 497 利用者の個別状況_以前に利用していたサービス〔複数回答〕 

 
 

該当
2.5%

非該当
95.0%

無回答
2.5%

全体 [n=160]

12.5 

11.3 

10.6 

3.8 

47.5 

18.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

地域生活支援事業（日中一時支援等）、自治体の独自
サービス等

サービス利用なし

無回答

全体 [n=160]
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以前に利用していたサービスの平均的な利用量については、以下の通りである。 

図表 498 利用者の個別状況_以前に利用していたサービスの平均的な利用量 

児童発達支援 [n=18] （単位：日/月） 9.9 
医療型児童発達支援 [n=14] （単位：日/月） 9.4 
放課後等デイサービス [n=15] （単位：日/月） 8.0 
地域生活支援事業（日中一時支援等）、自治体の独自サービス等 [n=5] （単位：日/月） 5.2 

 

以前に利用していたサービスがある場合のサービスの現在の状況を聞いたところ、「現在も併給・併用サー

ビスとして利用中」が 63.6%となっている。 

図表 499 利用者の個別状況_以前に利用していたサービスがある場合のサービスの現在の状況 

 
 

現在の併給・併用サービスは、「併給・併用サービスなし」が 35.0%である一方、「児童発達支援」の利用

が 24.4%等となっている。 

図表 500 利用者の個別状況_現在の併給・併用サービス〔複数回答〕 

 
 

現在の併給・併用サービスの平均的な利用量については、以下の通りである。 

図表 501 利用者の個別状況_現在の併給・併用サービスの平均的な利用量 

児童発達支援 [n=33] （単位：日/月） 8.3 
放課後等デイサービス [n=21] （単位：日/月） 9.5 
地域生活支援事業（日中一時支援等）、自治体の独自サービス等 [n=3] （単位：日/月） 10.3 

  

現在も併給・併用サービ
スとして利用中

63.6%

利用終了（利用者の希
望で移行）

16.4%

利用終了（以前のサー
ビスの事業者等からの勧

めで移行）
3.6%

利用終了（以前のサー
ビスの併給・併用を希望
したが認められなかった）

1.8%

無回答
14.5%

全体 [n=55]

24.4 

16.3 

5.0 

35.0 

21.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

児童発達支援

放課後等デイサービス

地域生活支援事業（日中一時支援等）、自治体の独自
サービス等

併給・併用サービスなし

無回答

全体 [n=160]
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その他の併給・併用サービスを聞いたところ、「訪問看護」が 86.3%、「訪問リハ」が 61.3%、「訪問診療」

が 52.5%等となっている。 

図表 502 利用者の個別状況_その他の併給・併用サービス〔複数回答〕 

 
 

事業所から利用者宅の訪問にかかる移動時間（片道）は、平均で 33.7 分となっている。 

図表 503 利用者の個別状況_事業所から利用者宅の訪問にかかる移動時間（片道） 

（単位：分） 全体 [n=154] 
平均値 33.7 

 

通所サービスが利用困難な理由は、「医療的ケアが必要で、受け入れ可能な通所事業所が近隣にない」が

36.3%等となっている。「その他」の回答が多くなっているが、内容としては、体調の変動が大きく、外出や

通所サービスの利用が制限されるという理由や、感染症のリスクを避けるためといった理由を挙げるものが

多い。 

なお、「移動可能範囲に通所事業所がない」場合の、利用者宅から最寄りの通所事業所までの移動に要する

時間（片道）を聞いたところ、平均で 35.6 分となっている。 

図表 504 利用者の個別状況_通所サービスが利用困難な理由〔複数回答〕 

 
 

  

52.5 
86.3 

61.3 
16.3 

28.1 
21.9 

1.3 

26.3 
3.8 

8.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問診療
訪問看護

訪問リハ
訪問歯科

薬局による薬の宅配

居宅介護
行動援護
短期入所

その他
無回答

全体 [n=160]

36.3 

0.0 

13.8 

58.1 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療的ケアが必要で、受け入れ可能な通所事業所が近隣に
ない

強度行動障害等により見守りが必要で、受け入れ可能な通所
事業所が近隣にない

障害の状況により長時間の移動が困難で、移動可能範囲に
通所事業所がない

その他

無回答

全体 [n=160]
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